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「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」新旧対照表 

 
改正案 現行 

心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指

導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針 

 

   平成27年４月15日 心理的な負担の程度を把握するための検査等指針

公示第１号 

改正 平成27年11月30日 心理的な負担の程度を把握するための検査等指針

公示第２号 

 

１～９ 

 

10 労働者に対する不利益な取扱いの防止 

  事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握した労働者の健

康情報等に基づき、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該

労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはならない。このため、

事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取扱いを防止しな

ければならない。 

（１）（略） 

（２）禁止されるべき不利益な取扱い 

   次に掲げる事業者による不利益な取扱いについては、一般的に合理的

なものとはいえないため、事業者はこれらを行ってはならない。なお、

不利益な取扱いの理由がそれぞれに掲げる理由以外のものであったとし

ても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、当該不利益な

取扱いについても、行ってはならない。 

  ア～イ （略） 

 

11 ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報の保護 

（略） 

（１）～（４）（略） 

（５）面接指導結果の事業者への提供に当たっての留意事項 

心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指

導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針 

 

   平成27年４月15日 心理的な負担の程度を把握するための検査等指針

公示第１号 

 

 

 

１～９ 

 

10 労働者に対する不利益な取扱いの防止 

  事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握した労働者の健

康情報等に基づき、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当該

労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはならない。このため、

事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取扱いを防止しな

ければならないものとする。 

（１）（略） 

（２）禁止されるべき不利益な取扱い 

   次に掲げる事業者による不利益な取扱いについては、一般的に合理的

なものとはいえないため、事業者はこれらを行ってはならないものとす

る。なお、不利益な取扱いの理由がそれぞれに掲げる理由以外のもので

あったとしても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、当

該不利益な取扱いについても、行ってはならないものとする。 

  ア～イ （略） 

 

11 ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報の保護 

（略） 

（１）～（４）（略） 

（５）面接指導結果の事業者への提供に当たっての留意事項 



2 
 

   面接指導を実施した医師は、規則第52条の18第２項に規定する面接指

導結果に関する情報を事業者に提供するに当たっては、必要に応じて情

報を適切に加工することにより、当該労働者の健康を確保するための就

業上の措置を実施するため必要な情報に限定して提供しなければならな

いこととし、診断名、検査値若しくは具体的な愁訴の内容等の加工前の

情報又は詳細な医学的情報は事業者に提供してはならないものとする。 

   なお、事業場の産業医等ではなく、外部の医師が面接指導を実施した

場合、当該医師は、当該労働者の健康を確保するために必要な範囲で、

当該労働者の同意を取得した上で、当該事業場の産業医等に対して加工

前の情報又は詳細な医学的情報を提供することができるものとする。 

 

12 その他の留意事項等 

（１）産業医等の役割 （略） 

（２）派遣労働者に関する留意事項 

  ア 派遣元事業者と派遣先事業者の役割 

    派遣労働者に対するストレスチェック及び面接指導については、法

第66条の10第１項から第６項までの規定に基づき、派遣元事業者がこ

れらを実施することとされている。派遣労働者に対するストレスチェ

ック及び面接指導の実施に当たって、派遣先事業者は、派遣元事業者

が実施するストレスチェック及び面接指導を受けることができるよ

う、派遣労働者に対し、必要な配慮をすることが適当である。 

    また、努力義務となっている集団ごとの集計・分析については、職

場単位で実施することが重要であることから、派遣先事業者 において

は、派遣先事業場における派遣労働者も含めた一定規模の集団ごとに

ストレスチェック結果を集計・分析するとともに、その結果に基づく

措置を実施することが望ましい。 

  イ 面接指導に必要な情報の収集 

    派遣元事業者は、面接指導が適切に行えるよう、労働者派遣事業の

適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法

律第88号）第42条第３項の規定に基づき派遣先事業者から通知された

当該派遣労働者の労働時間に加え、必要に応じ、派遣先事業者に対し、

その他の勤務の状況又は職場環境に関する情報について提供するよう

依頼するものとし、派遣先事業者は、派遣元事業者から依頼があった

   面接指導を実施した医師は、規則第52条の18第２項に規定する面接指

導結果に関する情報を事業者に提供するに当たっては、必要に応じて情

報を適切に加工することにより、当該労働者の健康を確保するための就

業上の措置を実施するため必要な情報に限定して提供しなければならな

いこととし、診断名、検査値若しくは具体的な愁訴の内容等の生データ

又は詳細な医学的情報は事業者に提供してはならないものとする。 

   なお、事業場の産業医等ではなく、外部の医師が面接指導を実施した

場合、当該医師は、当該労働者の健康を確保するために必要な範囲で、

当該労働者の同意を取得した上で、当該事業場の産業医等に対して生デ

ータ又は詳細な医学的情報を提供することができるものとする。 

 

12 その他の留意事項等 

（１）産業医等の役割 （略） 

（２）派遣労働者に関する留意事項 

  ア 派遣元事業者と派遣先事業者の役割 

    派遣労働者に対するストレスチェック及び面接指導については、法

第66条の10第１項から第６項までの規定に基づき、派遣元事業者がこ

れらを実施することとされている。 

 

 

 

    一方、努力義務となっている集団ごとの集計・分析については、職

場単位で実施することが重要であることから、派遣先事業者 において

は、派遣先事業場における派遣労働者も含めた一定規模の集団ごとに

ストレスチェック結果を集計・分析するとともに、その結果に基づく

措置を実施することが望ましい。 
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場合には、必要な情報を提供するものとする。 

    この場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者への依頼につい

て、あらかじめ、当該派遣労働者の同意を得なければならない。 

  ウ 派遣労働者に対する就業上の措置に関する留意点 

    派遣元事業者が、派遣労働者に対する面接指導の結果に基づき、医

師の意見を勘案して、就業上の措置を講じるに当たって、派遣先事業

者の協力が必要な場合には、派遣元事業者は、派遣先事業者に対して、

当該措置の実施に協力するよう要請することとし、派遣先事業者は、

派遣元事業者から要請があった場合には、これに応じ、必要な協力を

行うこととする。この場合において、派遣元事業者は、派遣先事業者

への要請について、あらかじめ、当該派遣労働者の同意を得なければ

ならない。 

  エ 不利益な取扱いの禁止 

    次に掲げる派遣先事業者による派遣労働者に対する不利益な取扱い

については、一般的に合理的なものとはいえないため、派遣先事業者

はこれらを行ってはならない。なお、不利益な取扱いの理由がそれぞ

れに掲げる理由以外のものであったとしても、実質的にこれらに該当

するとみなされる場合には、当該不利益な取扱いについても、行って

はならない。 

   ① 面接指導の結果に基づく派遣労働者の就業上の措置について、派

遣元事業者からその実施に協力するよう要請があったことを理由と

して、派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求めること。 

   ② 派遣元事業者が本人の同意を得て、派遣先事業者に派遣労働者の

ストレスチェック結果を提供した場合において、これを理由として、

派遣先事業者が、当該派遣労働者の変更を求めること。 

   ③ 派遣元事業者が本人の同意を得て、派遣先事業者に派遣労働者の

面接指導の結果を提供した場合において、これを理由として、派遣

先事業者が、派遣元事業者が聴取した医師の意見を勘案せず又は当

該派遣労働者の実情を考慮せず、当該派遣労働者の変更を求めるこ

と。 

   ④ 派遣先事業者が集団ごとの集計・分析を行うことを目的として派

遣労働者に対してもストレスチェックを実施した場合において、ス

トレスチェックを受けないことを理由として、当該派遣労働者の変

 

 

 

  イ 派遣労働者に対する就業上の措置に関する留意点 

    派遣元事業者が、派遣労働者に対する面接指導の結果に基づき、医

師の意見を勘案して、就業上の措置を講じるに当たっては、労働者派

遣契約の変更が必要となること等も考えられることから、必要に応じ

て派遣先事業者と連携し、適切に対応することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

更を求めること。 

（３）～（４）（略） 

 

13 （略） 

 

（３）～（４）（略） 

 

13 （略） 

 


